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火山災害警戒地域における火山防災対策の取組状況（令和元年７月３１日現在）
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火山防災対策会議

火山防災対策の立案と監視観測・調査研究体制をより強化することを目的に、複数の関係機関同
士の連携強化により、一体的に火山防災を推進する体制を整備する。

①国、大学、研究機関で実施している火山観測について、相互の協力・補完及び観測データの共有

②火山研究者の火山防災協議会への積極参画

③各火山地域における防災対策の推進のため、多くの地域が抱える課題の抽出と推進体制構築

④一体的に火山防災を推進する体制

⑤「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報告）」（平成２７年３月２６日中央
防災会議防災対策実行会議火山防災対策推進ワーキンググループ）の実施すべき取組事項の
フォローアップ

【行政委員】 ※関係省庁及び国立研究開発法人

・内閣府 ：政策統括官（防災担当）

：政策統括官（科学技術・イノベーション担当）

・消防庁 ：国民保護・防災部長

・文部科学省 ：研究開発局長

・国土交通省 ：水管理・国土保全局砂防部長

・国土地理院 ：参事官

・気象庁 ：地震火山部長

・海上保安庁 ：海洋情報部長

・情報通信研究機構 ：電磁波研究所リモートセンシング研究室長

・防災科学技術研究所 ：火山防災研究部門長

・産業技術総合研究所 ：地質調査総合センター活断層・火山研究部門長

・土木研究所 ：土砂管理研究グループ長

【学識委員】

・池谷浩 (一財)砂防・地すべり技術センター研究顧問

・石原和弘 京都大学名誉教授

・清水洋 九州大学大学院理学研究院教授

・田中淳 東京大学大学院情報学環教授

・藤井敏嗣 東京大学名誉教授 座長

・三浦哲 東北大学大学院理学研究科教授

・森田裕一 東京大学地震研究所教授
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消防庁
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2019年11⽉19⽇
気象庁地震⽕⼭部⽕⼭課
⽕⼭防災情報調整室

⽕⼭災害時における気象庁の
⾃治体⽀援等について
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次世代火山研究・人材育成

総合プロジェクト

研究開発局 地震・防災研究課
令和元年11月19日

第４回火山防災協議会に参画する火山専門家等の連携会議
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 平成28〜30年度、62名の受講⽣を受け⼊れ
令和元年度、新たに21名の受講⽣を受け⼊
れ

 平成30年度までの修了者数︓
基礎コース55名, 応⽤コース26名

 令和元年度より、主に博⼠課程の学⽣を対
象とする発展コースを新設。国内外での実
践的な実習や、最先端の⽕⼭研究及び社会
科学当の講義を提供

<令和元年度の主な実施状況及び実施予定>
6⽉ 海外研修（イタリア ストロンボリ⼭）
9⽉ 樽前⼭フィールド実習
10⽉・2⽉ 海底⽕⼭探査実習
11⽉ 海外研修（台湾 ⼤屯⽕⼭）
令和2年3⽉ 桜島フィールド実習

・⽕⼭学セミナー／⽕⼭学特別セミナー（社会科学系）
・インターンシップ

○ 最先端の⽕⼭研究を実施する⼤学や研究機関、⽕⼭防災を担当する国の機関や地⽅⾃治体など
からなるコンソーシアムを構築。

○ 受講⽣が所属する⼤学にとどまらない学際的な⽕⼭学を系統的に学べる環境を整えることで、
次世代の⽕⼭研究者を育成しています。

コンソーシアム参画機関（令和元年9⽉末現在）
代表機関︓東北⼤学
参加機関︓北海道⼤学、⼭形⼤学、東京⼤学、東京⼯業⼤学、名古屋⼤学、京都⼤学、九州⼤学、⿅児島⼤学、神⼾⼤学
協⼒機関︓信州⼤学、秋⽥⼤学、広島⼤学、茨城⼤学、⾸都⼤学東京、早稲⽥⼤学、防災科学技術研究所、産業技術総合研究所、

気象庁、国⼟地理院
協⼒団体︓北海道、宮城県、⻑野県、神奈川県、岐⾩県、⻑崎県、⿅児島県、

⽇本⽕⼭学会、イタリア⼤学間⽕⼭コンソーシアム（CIRVULC）、⽇本災害情報学会、アジア航測株式会社

国内フィールド実習 海外フィールド実習
（ストロンボリ⼭）

⽕⼭学セミナー

 実施内容
主要３分野（地球物理学、地質・岩⽯学、

地球化学）の専⾨科⽬の授業
⽕⼭学セミナー（⼯学、社会科学等）
フィールド実習（国内／海外）
インターンシップ 等

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業
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